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１．事業の目的 

 本事業は、「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提

供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な

指針」（平成 18 年厚生労働省告示第 395 号）に基づき、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」

を見据えた居住支援のための機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、

地域の体制づくり）の整備を推進するため、本市において地域生活支援拠点事業を試行的に実施

するものです。 

 事業実施にあたり、障害福祉に係る高度な専門性、関連分野を含めた幅広い知識、経験、技術、

実績等を有する事業者に委託しようとするものです。 

 

２．事業の概要 

 本事業は、上記の目的のため、以下の業務を行います。 

⑴ 事業名称 

  川越市地域生活支援拠点試行事業 

⑵ 業務内容 

  別紙「川越市地域生活支援拠点試行事業業務委託仕様書」のとおりです。 

⑶ 実施人員等 

  実施人員の人数及び専従・兼務の別は定めませんが、常時１名以上が対応可能な受付体制を

確保してください。また、本業務の従事者は、相談支援専門員、社会福祉士、介護福祉士等の

有資格者としてください。 

⑷ 実施場所 

  受託事業者の確保する指定特定相談支援事業所、指定障害者支援施設等にて実施します。 

  なお、指定障害者支援施設やその他の事業所で相談業務を実施する際には、相談者のプライ

バシーの保護に配慮した相談室等の設備の確保を行ってください。 

⑸ 契約期間 

  平成２９年９月１日から平成３０年３月３１日までとします。 

  ただし、契約が誠実に履行され、かつ、業務実績が良好な場合であって、高い水準での専門

性及び事業の特殊性による継続支援の必要性が認められた場合は、単年度契約を原契約を含め

最大２年間継続して契約できるものとします。 
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⑹ 委託料上限額 

  委託料の上限額は、以下のとおり（消費税及び地方消費税含む）とします。 

  ただし、この金額は現段階での限度額であるため、変更がある場合には契約締結時に別途定

めます。なお、原契約は年度途中からの契約となるため、月割で計算した金額となります。 

  ① 従事者の人件費    ４，３７５，０００円 （ ７，５００，０００円／年 ） 

  ② 諸経費          ２９１，６６７円 （   ５００，０００円／年 ） 

 

３．参加資格基準 

 このプロポーザルに参加しようとする者（以下、「応募者」という。）は、川越市契約規則を遵

守したうえ、次に掲げる条件を全て満たすものとします。 

⑴ 法人格を有すること 

⑵ 川越市競争入札参加者の資格等に関する規定に基づく、平成２９・３０年度川越市競争入札

参加資格者名簿に登載されていること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者に該当し

ないこと。 

⑷ 本業務委託の公告の日から業務委託契約締結の日までのいずれの日においても、川越市建設

工事等の契約に係る指名停止の措置要綱の規定に基づく指名停止期間中でないこと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てが

なされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基

づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の

認可の決定が確定した者を除く。）でないこと。 

⑹ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく指名除外措置を受けていないこと。 

⑺ 川越市内において、以下のいずれかの障害福祉事業の実績があり、平成２９年４月１日時点

で、川越市内で指定障害者支援施設又は指定共同生活援助事業所を設置、運営している又はそ

の見込みがあり、継続して運営ができる者。 

 ① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく、指定地域相談支

援事業、指定計画相談支援事業 

② 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づく、指定障害児相談支援事業 
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４．選考スケジュール 

 公募から事業者選定までのスケジュール（概要）は、以下のとおりです。 

内 容 期 間 等 

公募の開始 平成２９年４月３日（月） 

参加申し込み 

平成２９年４月１０日（月）午前９時から 

平成２９年４月１４日（金）午後５時１５分まで 

（持参又は郵送。郵送の場合は必着。） 

質問の受付 

平成２９年４月１０日（月）午前９時から 

平成２９年４月１２日（水）午後５時１５分まで 

（電子メールのみ。） 

企画提案書等の提出 

参加申し込み日（同時提出可）から 

平成２９年４月２８日（金）午後５時１５分まで 

（持参又は郵送。郵送の場合は必着。） 

一次審査結果通知 平成２９年５月１２日（金） 

プレゼンテーション 平成２９年５月１７日（水） 

結果通知 平成２９年６月下旬に通知予定 

契約締結 平成２９年７月中に契約締結予定 

 

５．参加申し込み 

 このプロポーザルに参加する意思がある場合には、以下のとおり、参加に必要な書類を持参又

は郵送により提出してください。 

 提出がない場合には、このプロポーザルへの参加は認められません。 

⑴ 受付期間 

  平成２９年４月１０日（月）午前９時から平成２９年４月１４日（金）午後５時１５分まで

（郵送の場合必着）。 

⑵ 提出方法 

  「１３．担当部署」まで持参又は郵送により提出してください。なお、持参の場合には、事

前に「１３．担当部署」に連絡してください。 

  提出書類等については、公募開始日より「１３．担当部署」にて配布します（土日祝日を除

く午前９時から午後５時１５分まで）。また、市ホームページよりダウンロードすることも可能

です。 
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⑶ 提出書類 

  提出書類は次の表のとおりです。 

  提出書類は全て片面印刷で、日本工業規格によるＡ４判の規格で製本（様式１から様式３ま

でを順番に綴り、インデックスを付け、ファイル等で綴じる。）し、正本１部及び副本１部を提

出してください。 

 提 出 書 類 部 数 注 意 事 項 

① 
地域生活支援拠点試行事業業務委託 

公募型プロポーザル参加申込書 
正本１部、副本１部 

・指定様式による（様式１） 

・代表者印を押印 

② 障害福祉事業実施状況報告書 正本１部、副本１部 ・指定様式による（様式２） 

③ 誓約書 正本１部、副本１部 
・指定様式による（様式３） 

・代表者印を押印 

⑷ 参加資格の確認 

  提出書類を基に参加資格の確認を行い、平成２９年４月２１日（金）までに参加資格の確認

結果について、電子メールで通知します。 

  この際に、参加申請者を区別する団体記号をお伝えします。 

 

６．質問の受付 

⑴ 受付期間 

  平成２９年４月１０日（月）午前９時から平成２９年４月１２日（水）午後５時１５分まで 

⑵ 質問方法 

  「質問票（様式４）」に必要事項を記入し、電子メールにて「１３．担当部署」へ送信してく

ださい。件名は、「地域生活支援拠点プロポーザル質問（事業所名）」とし、メール送信後、「１

３．担当部署」に受信確認の電話をしてください。また、電子メールを送信する際には、コン

ピュータウイルス感染に対する予防、検出及び駆除のための最新の処理を実施し、送信してく

ださい。 

  なお、電子メール以外の方法による質問は受け付けません。 

⑶ 回答 

  質問の回答は、平成２９年４月１８日（火）までに、全ての参加申込者に電子メールで回答

します。 

 



- 5 - 

 

７．企画提案書の提出 

 参加事業者は、以下のとおり、選考に必要な書類を持参又は郵送により提出してください。 

⑴ 受付期間 

  平成２９年４月１０日（月）午前９時から平成２９年４月２８日（金）午後５時１５分まで

（郵送の場合必着） 

⑵ 提出方法 

  「１３．担当部署」まで持参又は郵送により提出してください。なお、持参の場合には、事

前に「１３．担当部署」に連絡してください。 

⑶ 提出書類 

  提出書類は次の表のとおりです。 

  なお、作成にあたっては、「川越市地域生活支援拠点事業業務委託企画提案書作成要領」を参

考にしてください。 

様 式 内 容 

様式５－１ 企画提案書（鑑文） ※正本分 

様式５－２ 企画提案書（鑑文） ※副本分 

様式６ 企画提案に係る誓約書 

様式７ 業務工程表 

様式８ １．実績 

様式９ ２．実施体制 

様式１０－１ ３－１．地域生活支援拠点試行事業（事業概要） 

様式１０－２ ３－２．地域生活支援拠点試行事業（実施方法） 

様式１１ ４．安全対策危機管理・苦情対応 

様式１２ ５．事業経費 

様式１３ ６．その他 

 

８．選考方法 

 選考は、一次審査（書類）及び二次審査（プレゼンテーション）により行います。 

⑴ 選考手順 

 ① 一次審査（書類） 

   参加事業者多数の場合のみ実施します。なお、審査結果については、平成２９年５月１２

日（金）までに一次審査に参加した事業者に電子メールで通知します。 
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 ② 二次審査（プレゼンテーション） 

   一次審査を通過した者について、企画提案書の内容についてのプレゼンテーションを行っ

ていただき、審査委員会が評価し、選考します。 

  ア 審査の方法 

    評価は、参加事業者ごとに以下の基準により行います。 

評価項目 評価内容 配点 

１．実績 類似の業務の受託実績 ５ 

２．実施体制 業務管理者及び従事者の配置、資格、経験及び資質 １３ 

欠員時の体制確保 ８ 

２４時間３６５日の受付体制確保の方法 １５ 

３．地域生活支援拠点

試行事業 

地域生活支援拠点の必要性の理解 １０ 

相談受付の手法 ７ 

体験の機会・場の確保 １０ 

緊急時対応の方法 １０ 

潜在的対象者把握のためのネットワーク作りの手法 １５ 

川越市・他分野（高齢・児童）との協力体制、連携 １０ 

地域課題の分析方法 １０ 

４．安全対策危機管理 

苦情対応 

個人情報の取り扱い、守秘義務に対する取組み ５ 

業務におけるトラブルの未然防止策 ５ 

トラブル発生時の対応策、訴訟等への対応 ５ 

５．事業経費 本業務にあたっての費用の見積額及び内訳 ７ 

６．その他 提案内容に係るアピールポイント １０ 

貴法人、事業者のアピールポイント ５ 

合計（満点） １５０ 

    ・参加事業者が１者であった場合も選考を行います。 

    ・得点に同数があった場合には、審査委員会が決定します。 

  イ プレゼンテーションの方法 

    ・提出された企画提案書に基づきプレゼンテーションを行っていただきます。 

    ・プレゼンテーションは２０分以内とし、その後、質疑応答（１０分程度）を行う予定

です。 

    ・プレゼンテーションの出席者は３名以内とし、業務管理者となる者は必ず出席してく

ださい。 
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    ・プレゼンテーションの実施予定日は、「４．選考スケジュール」のとおりです。変更と

なる場合は、参加事業者に電子メールにて通知します。 

    ・会場及び参加事業者ごとのプレゼンテーションの開始時間等の詳細については、別途

電子メールにて通知します。 

    ・プレゼンテーション当日は、パソコン、プロジェクター等の持込み及び追加資料等の

配布は禁止します。 

  ウ 審査結果の通知 

    審査結果は、平成２９年６月下旬に二次審査に参加した事業者に電子メールにて通知す

る予定です。 

⑵ その他 

  一次審査及び二次審査の選考は非公開とし、選考結果に対する異議申立ては受理しません。 

 

９．結果の公表 

 選考結果については、本市ホームページで公表する予定です。 

 ただし、契約予定事業者以外の事業者を特定できる情報は一切公表しません。 

 

１０．契約の締結 

 本業務の契約予定事業者に選定された者は、本市と協議のうえ、契約に必要な書類を揃え、契

約を締結するものとします。 

 

１１．参加事業者の失格 

 次のいずれかに該当する場合は失格とします。 

⑴ 応募に係る提出書類の提出日、提出場所、提出方法等が本実施要領に適合しない場合 

⑵ 「３．参加資格基準」の要件を満たさなくなった場合 

⑶ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑷ 見積額が委託料上限額を超えている場合 

⑸ プレゼンテーションに遅刻した場合及び参加しなかった場合 

⑹ 選考の公平性を害する行為があった場合 

⑺ 前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為等、審査委員会委員長が

失格であると認めた場合 
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１２．その他留意事項 

⑴ このプロポーザルに参加する費用は全て応募者の負担とします。 

⑵ 提出書類の提出後の修正及び変更は一切認めません。 

⑶ 企画提案時の提出書類の「２．実施体制（様式９）」に記載された配置予定者が、やむを得な

い事情により交代する場合は、本市と協議し承認を得てください。 

⑷ 本市と契約を締結する事業者は、企画提案時の提出書類の「業務工程表（様式７）」に記載さ

れた内容を基に本市と協議を行い、決定したスケジュールに基づいて業務を実施するものとし、

本市の許可なく業務工程の変更はできないものとします。 

⑸ 提出書類の著作権は参加する事業者に帰属します。ただし、本市がこの公募型プロポーザル

結果の報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとします。 

⑹ 提出された書類は返却しません。 

⑺ このプロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、川越市情報公開条例（平成８年条例

第１５号）に基づき提出書類の公開について判断します。 

⑻ 参加申し込み後に辞退する場合には、「辞退届（様式１４）」を提出してください。 

 

１３．担当部署 

 川越市 福祉部 障害者福祉課 計画担当（担当：白土） 

  所在地：〒３５０－８６０１ 川越市元町１丁目３番地１ 

  電 話：０４９－２２４－５７８５（直通） 

  ＦＡＸ：０４９－２２５－３０３３（直通） 

  Ｅメール：shogaisha@city.kawagoe.saitama.jp 


